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発 言 通 告 書 

【件名及び発言の要旨】 

１ 学校教員の多忙化に対する教育委員の経営状況について 

(1) 新倉教育長就任後の教育委員会会議で、教員の多忙化問題に

ついて議題に上ったことはあるか。あるいは、非公開の教育委

員全員の会議で議論されたことはあるか。 

(2) 議論を経て、どのような是正をしたか。あるいは、是正の前

段の調査などを事務局に指示したか。 

(3) 是正によって、どのような改善効果があったか。 

(4) とはいえ抜本的には解消していないのが現状だと理解してい

る。教育委員会の経営責任についてどう考えるか。 

(5) 新倉教育長の残任期 11カ月の間に何をするつもりか。 

 

２ がん検診の科学的な実施について 

(1) 大腸がん検診について 

現在、大腸がん検診は40歳以上の全ての方に勧奨しているが、

アメリカ予防医療専門委員会（ＵＳＰＳＴＦ）によれば 76～85

歳以上の方についてはＣ判定だ。そこで、市費を充てる年齢層
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を 75歳までとし、76 歳以上の方々には勧奨をやめてはどうか。 

(2) 肺がん検診について 

胸部検診に含まれる肺がん検診は、同団体によれば、55～80

歳の喫煙歴のある方に限って、Ｂ判定だ。しかも、通常のレン

トゲン検査ではがんの発見に限界もあるため、より高性能な低

線量ＣＴスキャンを推奨している。一方、本市では、毎年のレ

ントゲン検査を勧奨している。しかし、いずれも放射線被曝を

するため、がん検診を受けたせいでがんになってしまう可能性

がある。そこで、市民健診の案内状に、どのくらいの期間、ど

のくらいのたばこを吸ったかという喫煙指数をもとにした自己

判定シートを同封し、特に被曝による影響の大きい若い層であ

る 40～54 歳には注意を促し、リスクの高い層にのみ推奨しては

どうか。 

(3) 乳がん検診について 

現在、乳がん検診は 40歳以上の全ての女性を対象に隔年で勧

奨している。しかし、同団体は 50～74 歳に限ってＢ判定として

いるため、76 歳以上には勧奨をやめてはどうか。また、40～49

歳についてはＣ判定だ。マンモグラフィーも放射線被曝をする

ため、肺がん同様に自己判定シートを同封し、40～49 歳の方々

にはリスクに応じて推奨してはどうか。 

(4) 子宮頸がん検診について 

現在、子宮頸がん検診は 20歳以上の全ての女性に毎年、子宮

頸部細胞診を勧奨している。同団体もＡ判定だが、３年ごとで

よいとしている。ただし、被曝するわけではなく侵襲が小さい

ため、市費投入を惜しまなければ現行の毎年勧奨でもよいかも

しれない。逆に、がん発見率が高いとして各国で導入が進んで

いるハイリスク型ヒトパピローマウイルス検査については、本

市では勧奨していないが、同団体は 30～65 歳を対象に５年ごと

の受診を推奨している。本市でも、同団体がＤ判定とする 65 歳

以上への勧奨をやめるかわりに、ハイリスク型ヒトパピローマ

ウイルス検査を追加で勧奨してはどうか。 

(5) 前立腺がん検診について 
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現在、前立腺がん検診は 50歳以上の全ての男性に勧奨してい

る。しかし、同団体では 55～69 歳の方がＣ判定で、70歳以上に

ついてはＤ判定だ。そのため、対象年齢を 50～69 歳に限定する

とともに、本市としての勧奨は生涯一度だけに限定してはどう

か。 

(6) もし、上記５つの検診について現在の対象者や手法を来年度

も継続する場合、それぞれのエビデンスを示されたい。 

 

３ 「卓球のまち横須賀」の展開について 

(1) 公共施設のテーブルを原則として卓球台にすべきことについ

て 

会議室の多目的化による稼働率向上と、テーブルの多用途化

による利便性向上と、市民ニーズの充足及び健康増進の観点か

ら、公共施設のテーブルを原則として卓球台にすることを標準

化してはどうか。 

(2) 卓球等の合宿需要に応えた観光集客について 

宿泊する観光客が少ない本市において、観光収入を増加させ

る観点から、卓球等の合宿需要に応える形で観光集客を図って

はどうか。 

(3) 「卓球のまち横須賀」としてのブランドづくりについて 

 

４ コミュニティセンターの不正予約の排除方法について 

(1) コミュニティセンター予約に際し、一部グループが同じメン

バーで何団体もつくって抽選に当たりやすくする手口で特定の

部屋を独占し、その他の方々がなかなか予約を取れない問題が

ある。他に、設置条例によって営利目的利用は禁止されている

が、実態としては講師が主催して受講料をとるスクールであり

ながら、メンバーによる非営利の自主サークルであるように装

って利用している団体もある。こうした不正予約問題が、どの

くらい前から発生してきたのか、把握していれば伺う。 
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(2) これまでにどのような対策をとってきたのか。 

(3) 今後どのような対策をとるつもりなのか。 

(4) 抜本的対策として、まずは有料化してしっかりとした価格設

定にすべきだ。そして、他施設同様、利用目的によって使用料

を変えるべきだ。ついては、来年６月の有料化が軌道に乗った

後、2021 年４月あたりに改めて使用料の改定を行い、個人利用

や営利利用も認めるべきではないか。 


